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1.はじめに 

買物弱者問題は中山間地域・過疎地域だ

けでなく都市部においても深刻化している．

移動販売は有効な支援策の１つとされ，近

年都市部においても進出している． 

既往研究では事業の採算性・継続性（倉

持，2015）や利用者の特性（谷本ら，2015），

栄養摂取状況（岩間ら，2016），購入品目・

地点（関口ら，2018）などが検討されている

が，その多くは中山間地域や過疎地域を対

象としており，都市郊外部や都市中心部を

対象とした研究は十分とは言えない．都市

部では食料品店舗が潤沢にある地域が多く，

日常の買物以外の用途で利用されている可

能性もあり，どのような利用層に支持され

ているのかより詳細に利用実態を把握する

必要がある．また，事業の実現可能性を評価

するための地域横断的研究も不足している． 

そこで本研究では，東京都内における移動

小売店の実態を把握するとともに，販売形

態・場所の分布傾向から課題を明らかにす

ることを目的とする． 

なお，移動販売事業のうち，車両に日用

品・食料品を積載して販売を行う形式を「移

動小売店」と定義し，これを対象として研究

を行う． 

2.仮説の設定 

東京都内における移動小売店の実態把握

を行うにあたり，以下の 5 つの要因につい

て仮説を設定した． 

(1)斜面地：斜面地であるほど需要が高い 

(2)高所得：利用者は高所得者が多い 

(3)多人口：人口が多い場所で需要が高い 

(4)少食料品店舗数：食料品店舗が少ない又

は減少している場所で出店が多い 

(5)非買物弱者対策：都市部では娯楽として

の要素が強く，買物弱者対策としての効果

が薄い 

表 1 東京都における移動小売店事業者一覧 



3.研究手法 

 東京都における移動小売店事業者の一覧

を表 1 に示す．研究では事業者のうち 11 社

（うち 1 社は 2019 年末販売終了）に対し

ヒアリング調査を行い，運営や販売場所な

どについて実態把握を行うと共に，各事業

における課題を明らかにする。また，許可を

得られた 5 事業者の販売に同行し，販売の

妨げにならない範囲で利用者へ買い物状況

についてインタビューを行い，利用実態を

記録する． 

次に，調査や Web 上から得た情報を元に

東京都内における移動小売店販売地点のデ

ータベースを作成し，分析を行うことで主

な分布傾向や特徴を把握する。 

4.調査・分析結果 

4.1.ヒアリング・インタビュー調査結果 

4.1.1.運営・行政との関係について 

移動小売店事業の多くは高齢者の生活を

見守る協定を各販売地域の市町村と締結し

ており，福祉的役割を担っていることが確

認できた．また，行政からは販売場所の提供

や各担当者との連絡調整といった形での支

援がなされているが，現時点で金銭的な支

援を受けている事業者はおらず，販売場所

の提供を受けた事業者から，想定より需要

が少なく売上が振るわないことや，販売場

所・時間の制約が厳しいといった意見が複

数あった．  

4.1.2.販売地点・形態について 

現行の販売形態について，図１に示す． 

販売形態は，公園や集合住宅の共用スペー

スなどに人を集めて販売する「エリア型」

と，個人宅前の路上や駐車場で固定客相手

に宅配に近い形で販売する「スポット型」の

２つに大別できる．エリア型はスポット型

に比べ空間使用許可を得やすい一方，天候

や時間帯によって客数が不安定というデメ

リットがある．スポット型は固定客がいる

ため売上が安定している一方で，空間使用

許可を得ることは法制度上ほぼ不可能に近

く，無許可で販売せざるを得ない状況にあ

る． 

その他，販売地点の特徴について，「坂の

多い地域は需要が高い」，「売上の振るわな

い場所は販売ルートから外してしまうケー

スがある」といった意見があった．  

  

図 1 移動小売店事業の販売形態 



4.1.3.新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルス感染症による緊急事

態宣言が発令された 2020年 4月 6日～5月

25 日の期間においては，販売を継続した場

所では売上が増加したという回答を得た．

その理由としては、実店舗と比べて接触す

る人数が少ない、屋外で販売されるという

販売形態が、感染リスクが低いと捉えられ

たためと考えられる。 

一方，高齢者の多く集まる介護施設や病

院などでは販売を中断した場合もあった． 

4.2.販売地点の分析 

4.2.1.東京都全域の特徴 

食料品アクセス困難人口総数と販売地点

の 500ｍメッシュ分布を図 2 に示す．食料

品アクセス困難人口とは，平成 27 年国勢調

査と平成 26 年商業統計の地域メッシュ統

計から集計した、「店舗1まで直線距離で

500m 以上、かつ、65 歳以上で自動車を利

用できない人口」（農林水産省，2019）のこ

とである．販売地点のあるメッシュ数を東

京都全体のメッシュ数で除した割合を図 3

に示す．食料品アクセス困難人口が多いほ

ど販売地点のあるメッシュの割合が大きく

なっており，買物弱者対策として一定の役

 
1 店舗：生鮮食料品小売業、百貨店、総合スーパー、食料品スーパー及びコンビニエンス

ストア 

割を果たしているといえる． 

4.2.2.東京都 23 区の特徴 

被説明変数を販売地点数とし，表２に示

すデータを用いてポアソン回帰分析を行っ

た．変数の選択は強制投入法を用いた．AIC

で最適となったモデルを表 3 に示す． 

食料品店舗数が多く店舗数が増加してい

るほど，駅数が少ないほど，斜面地で世帯当

たりの所得が少ないほど，総人口・高齢者人

図 2 食料品アクセス困難人口と販売地点の分布 

図 3 販売地点のあるメッシュ数/東京都全体のメ

ッシュ数 

表 2 使用データ一覧 

変数 係数 標準誤差

定数項 -2.2404 0.071 0 ***

食料品店舗数 0.1376 0.047 0.004 **

食料品店舗数の差（2020-2015） 0.2184 0.098 0.027 **

駅数 -0.1375 0.063 0.029 **

バス停数 -0.113 0.065 0.083 *

平均傾斜角度 0.2222 0.053 0 ***

世帯当たり所得 -0.1679 0.084 0.045 **

総人口 0.6203 0.062 0 ***

65歳以上人口割合 0.3079 0.068 0 ***

***は1%，**は5%，*は10%で有意を表す
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表 3 販売地点発生数の推定結果 



口が多いほど販売地点が発生する期待値が

高まることがわかった． 

また，この結果から販売地点が 1 つ以上

発生する確率を算出し，図 3 に示した．地

区別で見ると，発生確率が 40％以上となる

地点は新宿区、江東区、豊島区において多く

見受けられた． 

5.おわりに 

調査・分析結果から，2 章で設定した仮説

の検証を行った． 

(1)斜面地：妥当である 

(2)高所得：妥当とはいえない 

(3)多人口：妥当である 

(4)少食料品店舗数：妥当とはいえない 

(5)非買物弱者対策：妥当とはいえない 

また，移動小売店は，利用者が自立できな

くなるまでの買い物を段階的にサポートし

商品を目で見て選ぶ楽しさや販売員や他の

利用者とのコミュニケーションを通して社

会と接する機会も提供する買い物支援策で

あるとの示唆が得られた．ただし，販売場所

における法制度上の手続きの難しさや，認

知度の低さによる営業への不信感などの課

題もあげられた．行政の支援のあり方とし

ては，移動小売店の果たす福祉的役割の大

きさを考慮した上で適宜法制度の緩和や住

民への周知などが必要であると考えられる． 

6.今後の課題 

 利用者の買い物状況に関する定量的なデ

ータが得られなかった点，詳細な分析を行

った地域が東京都 23 区にとどまっている

点が課題として挙げられる．今後はより広

範な買い物行動調査を実施し，実態把握を

進めていきたい． 
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図 4 販売地点発生確率（23 区） 


